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〔専門分野〕住民の災害情報理解特性や避難行動特性に関する研究，住
民主体の自主防災活動，小中学校における防災教育に関する実践的な
研究．

1．はじめに

　地震，津波，河川の氾濫や土砂災害，台風，火山，雪
災など，わが国には様々な自然災害のリスクが存在して
いる．平成₂₃年 ₃ 月に発生した東日本大震災では，それ
までの想定をはるかに超える規模の津波が発生し，甚大
な被害が生じた．これを受けて，将来その発生が危惧さ
れている南海トラフの巨大地震などに関する新たな被害
想定も公表された．この他にも首都直下型地震や毎年の
ように発生する巨大台風など，対応を検討しなければな
らない災害は多種多様に存在する．わが国における防災
対策は，国民の生命・財産を守るために必要不可欠と言
えよう．そして，その対策の立案・施行において求めら
れる科学的知見を提供するのが防災研究である．
　防災研究は学際領域，すなわち多様な学問分野にまた
がる複合的な研究領域である．例えば，堤防やダムなど
の土木構造物に関する工学的な研究や，地震や火山など
の発生メカニズムや予知に関する研究，また気象予報や
その情報伝達システムに関する研究などの自然科学を基
にした研究がある．一方で，住民の災害リスク認知や災
害時の行動に関する研究，被災者の支援や心のケアに関
する研究などの人文・社会科学を基にした研究もある．
　このように，多様な学問を専門とする多くの研究者や
実務（実践）者が防災研究を行っているため，防災研究
全体を体系的に紹介することは容易ではない．そのため，
本稿では著者が専門とする“命を守る”ための防災研究
に関連した現状とその課題について報告したい．

2．“被災後の不便を軽減する”対策と“命を守る”対策

　平成₂₈年 ₄ 月に熊本地震が発生した．この地震によっ

て₁₉₃人の方が亡くなっている（平成₂₉年 ₁月₃₁日，熊本
県）．このうち，地震の揺れによる家屋倒壊や土砂災害な
どによる犠牲者は₅₀人であり，₁₃₈人は災害による負傷の
悪化や避難生活等における身体的負担などが原因である，
いわゆる震災関連死で亡くなっている．被災が広範にわ
たり，かつ避難生活が長期化することの多い地震の場合，
大きな揺れに起因した犠牲者よりも，その後の避難生活
等に起因した犠牲者が多くなることもある．平成₁₆年₁₀
月に発生した新潟中越地震においても，地震による直接
死は₁₆人，関連死は₅₂人であった．このような実態と整
合するかのように，各世帯や自主防災組織による災害へ
の備えについても，被災後の不便を軽減するための対策，
例えば水食料の備蓄であったり，避難所運営訓練であっ
たりが実施されていることは多い．
　その一方で，例えば，平成 ₇年 ₁月に発生した阪神淡
路大震災では，犠牲者₆,₃₄₃人のうち関連死は₉₄₀名，平
成₂₃年 ₃ 月に発生した東日本大震災でも，犠牲者₁₉,₄₇₅
人（行方不明者₂,₅₈₇人は除く）のうち関連死は₃,₅₂₃人
（平成₂₈年 ₉月，復興庁）であり，甚大な人的被害が生じ
た災害にあっては，全犠牲者に占める直接死の割合は高
いものとなっている．そして，南海トラフの巨大地震や
首都直下型地震の被害想定においても，甚大な直接死が
発生することが予想されている．そのため，まずは“災
害から命を守る”ための対策が必要ではないだろうか．
如何に“被災後の不便を軽減する”ための対策を十分に
行っていたとしても，災害の発生とともに犠牲になって
しまっては，それらを活用する機会はない．地震災害で
あれば，家屋の耐震補強や家財の固定などは，他の備え
に比して優先的に行うべき対策だといえる．
　以上の認識のもと，以下では“災害から命を守る”た
めの対策として，“避難”に着目し，現状の課題について
紹介したい．

3．適切な“避難”が実行されない現状

　地震災害だけでなく，近年，毎年のように巨大台風の
接近や上陸に起因する水害や土砂災害が発生しており，
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今後の巨大台風の襲来による大規模水害の発生も危惧さ
れている．これらの災害は，地震と異なり，災害発生の
危険性が高くなってから，実際に被災するまでに時間的
猶予が存在する．例えば，河川の氾濫であれば，上流域
の雨量と河川水位を観測することにより，河川が氾濫す
る前に対応することができる．巨大台風襲来時には，数
日前からテレビの天気予報などでも，今後の災害の危険
性を詳細に知らせてくれるようになっている．災害の観
測や予測技術，そして，それらを住民に伝えるための手
段などについては，様々な研究がなされており，すでに
多くの技術が導入されている．
　そのため，水害や土砂災害そして津波などの災害発生
危険時に，これらの情報を取得し，適切な対応行動をと
る，すなわち避難することができれば，犠牲になること
はないはずである．しかし，現状では少なくない方が犠
牲となっている．例えば，平成₂₆年 ₈ 月に広島市で発生
した土砂災害では₇₄人が犠牲となった．そして，平成₂₈
年 ₈ 月には台風₁₀号が岩手県に上陸し，県内で₂₀人が犠
牲となっている．また，平成₂₃年 ₃ 月に発生した東日本
大震災においては，巨大津波の襲来によって約 ₂万人が
被災した．津波によって甚大な被害を受けた地域の多く
は震度 ₆弱を超える強い揺れを観測し，津波警報も発表
されたにもかかわらず，全ての住民がすぐに避難を開始
したわけではなかった．例えば岩手県釜石市の住民を対
象とした調査₁）によると，犠牲者の家族から犠牲者の状
況を把握した結果，約₂₇％の犠牲者は「地震発生時に自
宅にいて，そのまま自宅で被災」しており，約₁₅％は
「自宅から避難途中で被災」していた．
　このように大きな災害が発生した場合には，住民の避
難行動などの実態を詳細に把握することを目的とした調
査研究が数多く実施されている．また，豪雨災害による
犠牲者の被災時の詳細な状況に関する調査研究₂）も行わ
れている．そして，それらによって得られた課題や知見
は，新たな対策の検討に活用され，実際に具体的な施策
として運用されている．しかし，個々の住民対応に目を
向けると，過去の被災の教訓は必ずしも活かされていな
い状況にあると言わざるを得ない．例えば，水害発生時
に堤防上で河川の様子を見ていて避難が遅れて犠牲とな
る住民や，浸水が始まっている中で周辺の様子を確認す
るために外に出て犠牲となる住民などは水害が発生する
たびに指摘されている．また，結果的に犠牲にならな
かっただけで，避難の開始が遅れたまたは避難をしな
かった住民は少なくない．そこで以下では，住民の避難
対策の課題について，避難情報の送り手（行政など），伝
え手（伝達手段），受け手（住民）の ₃つの視点から述べ
る．

4．情報の送り手（行政など）に関する課題

　災害情報や避難情報を発表する情報の送り手について
は，災害の誘因となる自然現象（地震の大きさや雨量な
ど）を観測するための技術開発や，被害の程度を予測す
る手法などの開発が行われてきた．近年導入された対策
の中で，多くの住民にとって身近な対策としては，緊急
地震速報の導入や雨雲レーダーなどの雨量観測技術の向
上などが挙げられよう．しかし，ここではそれら技術的
な対策ではなく，住民の避難を促す情報の運用に関する
課題について述べる．
　避難情報は市町村が発令するものであるが，これまで，
その発令タイミングの遅れなど運用面について課題が指
摘されてきた．例えば，平成₁₆年 ₇ 月に発生した新潟福
島豪雨災害によって，市内で ₉人が犠牲となった新潟県
三条市では避難勧告の発表が遅れたために甚大な被害が
生じた，と言われている．その後，避難情報の運用につ
いて，様々な知見が蓄積され，改善が図られてきたが，
それでも未だに避難情報の発令を躊躇し，それが被害の
拡大につながってしまったと指摘を受ける災害は少なく
ない．例えば，平成₂₇年 ₉ 月に鬼怒川の氾濫によって甚
大な被害が生じた常総市では，浸水が確認された地域に
対して順次避難勧告を発令していったが，発令が遅れて
しまった地域がでてしまった．また，平成₂₈年 ₈ 月の台
風₁₀号によって甚大な被害を受けた岩泉町では，夜間の
避難情報の発令は，周辺の状況が確認できないなかで住
民に危険な避難を促すことにつながり，むしろ被害の拡
大を招く可能性があることを考慮して，発令を躊躇して
しまった．避難情報の運用は，技術的な課題だけでなく，
人（担当者）に起因する課題でもある．そのため，行政
担当者のスキル向上を目的とした防災訓練手法について
も，様々な研究がなされている．

5．情報の伝え手（伝達手段）に関する課題

　情報の伝え手とは，情報の送り手から情報の受け手で
ある住民への伝達手段である．この点については，IT技
術の進歩と普及により，多様な手段で迅速に伝えられる
ようになってきている．先の平成₁₆年 ₇ 月の水害で被災
した三条市では，避難情報を住民に伝える手段がなかっ
たことも問題となった．当時の三条市には防災行政無線
（屋外スピーカー）がなかったために，広報車と町内会を
通じた電話連絡くらいしか手段がなく，避難勧告の発表
を住民に迅速に伝えられなかった．現在では，従来から
のテレビ・ラジオ，屋外スピーカーなどによる伝達に加
え，登録制の地域メールでの伝達，エリアメールを使っ
た伝達，また SNSによる伝達など多様な手段が活用され
るようになっている．これらの情報伝達手段に関する研



究についても盛んに行われている．
　様々な情報伝達手段が整備・運用されるようになって
きたが，それらが災害時に必ずしも活用することができ
るとは限らない．そのため，多様な伝達手段を用意して
おくことがいざというときの情報を的確に住民に届ける
ためには必要である．もちろん，情報の受け手である住
民も，受け身になるのではなく，複数の情報伝達手段を
自ら確保しておくことが求められる．

6．情報の受け手（住民）に関する課題

　情報の受け手である住民の課題については，情報を受
信しようとしない“積極性のなさ”と，情報を受け取っ
たとしても，“適切な避難に結びつかない”という ₂つ点
について指摘する．

（1）情報を受け取ろうとしない“積極性のなさ”
　情報を受け取ろうとしない理由としては，“災害に対す
る危機意識の低さ”と“災害対応に関する他者依存”が
背景にある．例えば，豪雨災害時に，「危険な状況になっ
たら，行政が避難勧告を発表してくれるだろう」と高を
括り，自ら情報を取得しようとしない住民も少なくない．
しかし，そのような受け身の姿勢では，避難情報を取得
することはできない．災害の発生が危惧される状況に
あっては，テレビやラジオの情報に注意する，屋外ス
ピーカーや広報車から避難を促す情報が流れてくるかも
しれないので，外の様子にも注意しておく，といった態
度が最低限求められよう．
　ここで，屋外スピーカーの整備を巡る住民の態度を紹
介したい．屋外スピーカーは，いざというときに地域住
民に対して，災害情報や避難情報を伝達するために重要
な手段の一つとなる．しかし，全ての地域で整備されて
いるわけではない．そのため，大きな災害が発生すると，
未整備の地域住民は，「屋外スピーカーがなかったから，
避難情報が発表されたことを知ることができず，避難が
遅れた」という理由で，屋外スピーカーの設置を求める．
その姿はあたかも「これさえあれば，大丈夫だったのに」
といわんばかりの勢いである．しかし，先に述べた通り，
屋外スピーカーが設置されたことに満足してしまい，住
民自らがそこからの情報を積極的に取得しようとしない
のであれば，その機能は発揮されない．例えば，豪雨災
害の場合，外は大雨が降っているので，各家庭では家中
の窓をしっかり閉めている．この状況では，屋外スピー
カーからの情報はほとんど聞こえない．情報を取得する
ためには，窓を少し開けておいたり，外の様子に注意し
ていくことが求められる．一方，すでに屋外スピーカー
が設置されている地域では，平常時には「うるさいから，
音を小さくしろ」と文句を言い，災害時には「何を言っ

ているのか，聞き取れない」と文句を言う住民もいる．
屋外に設置してあるスピーカーからの音声をクリアに聞
き取ることができるようにすることは，技術的に限界が
あると言わざるを得ない．そのため，先に述べたように
自ら情報を取得するための対応は必要不可欠である．そ
して，「災害発生危険時に屋外スピーカーを通じて何か情
報が発信されている」という状況を踏まえるならば，詳
細な内容を聞き取れなかったとしても，危機的状況にな
りつつあることを理解し，適切な対応をとる，という行
動を個々の住民が主体的に行うべきではないかと著者は
考える．また，多くの自治体では，屋外スピーカーで放
送した内容を電話などで確認できるようになっている．
詳細な情報の内容を把握したい場合には，自らで取得す
ることも可能な状況になっていることも併せて指摘して
おく．

（2）情報を受け取ったとしても適切な避難に結びつかな
いこともある

　情報を取得した住民であっても，適切な避難行動をと
るとは限らない理由については ₂つ考えられる．一つは
「避難しようとしない人の心理」に起因する課題であり，
もう一つは「適切な避難行動が理解されていない」こと
に起因する課題である．
　「避難しようとしない人間の心理」については，すでに
多くの研究知見がある．「正常化の偏見」などがこれに該
当する．迫りくる危機に直面した場合にも，「まだ大丈夫
だろう」と思ってしまう心理である．これによって，避
難を躊躇したり，避難の開始が遅れたりしてしまうこと
が様々な調査研究によって明らかにされている．また，
避難情報などの空振り経験により，避難しなくなるとい
う狼少年効果も指摘されている．例えば，津波警報が過
去に何度も発表されてきた沿岸地域の住民は，これまで
警報が発表されても特に被害が生じなかった経験を繰り
返すことにより，次に警報が発表されても，特に注意し
なくなるというものである．大雨・洪水警報が発表され
たからといって，水害の発生を危惧し，何らかの対応を
取り始める住民がいったい何人いるかを考えると，より
多くの方に納得してもらえるのではないだろうか．
　次に「適切な避難行動が理解されていない」点につい
てだが，災害から命を守るための適切な避難行動は，災
害種別に応じて異なる．しかし，その内容について理解
し，具体的な避難方法を検討している住民は多くない．
そこで，次章に災害種別ごとに“命を守るための避難”
について詳述する．



7．適切な避難行動に対する理解不足

（1）地震からの避難
　地震からの避難については，揺れで崩れたり落下して
きたりするものから身を守るための行動が命を守るため
に求められる．しかし，揺れている最中の対応には限界
がある．たとえ落下物に備えて，机の下に身を隠したと
しても，建物自体が崩れてしまったら，命の危険は回避
できない．そのため，地震に対しては，家屋の耐震補強
や家財の固定が必要不可欠であると言えよう．
　一方で，地震を想定した避難訓練は，小中学校はもち
ろんのこと，自主防災会主催で地域住民を対象としたも
のも全国各地で実施されている．しかし，多くの学校や
地域で実施されている現状の内容では，命を守るための
行動を確認するために十分とは言えないのではないか．
ここで，地震による人的被害は，揺れている最中の被災
が大半を占める．そのため，訓練においても，地震が発
生した瞬間の行動を確認することが求められるはずであ
る．にもかかわらず，小中学校で実施されている避難訓
練の多くは，毎回授業中に地震が発生する．そのため，
命を守る行動として，自分の机の下に隠れることだけを
繰り返し確認し続けている．すなわち，校庭で遊んでい
るとき，掃除をしているとき，特別教室にいるときなど，
他の状況でも地震が発生する可能性があるにもかかわら
ず，それを確認するような内容とはなっていない．
　また，地域で行われる訓練については，多くの場合，
訓練開始＝地震発生時となっているため，住民は各家庭
にいる状況で地震が発生したことを想定して実施される．
そのため，地震発生時の行動を確認することは，個々の
住民にゆだねられることになるが，ほとんどの住民は，
「自宅の中のどこにいるときはどのような行動をとるの
か」「自宅の中で地震のときに危険な場所はどこか」など
を気にしていないのではないだろうか．
　多くの訓練では，揺れが収まった後，小中学校の訓練
であれば校庭へ，地域の訓練であれば最寄りの避難所
（多くの場合小中学校）へ移動する．実際の地震発生時を
考えると，この時点で崩れるべきものは崩れており，危
険は顕在化している．もちろん，余震の発生が危惧され
るため，それによって被害が拡大することもある．その
ため，“命を守るための対応”を確認するのであれば，多
少時間がかかっても，目の前の危険個所を回避し，安全
を確保しながら校庭または避難所まで移動すべきであろ
う．しかし，多くの学校では，避難訓練時に校庭で子ど
もたちの点呼が終了するまでの時間を計測し，それを講
評の対象にしていたりする．避難訓練を通じて，本気で
“命を守るための対応”を身に付けてもらおうと考えるの
であれば，実施内容の見直しは必要であろう．このよう

な現状に対して，学校や地域での避難訓練の内容につい
ても，多くの実践的な研究₃）がなされている．

（2）津波からの避難
　津波からの避難については，大きな揺れを伴う地震の
発生後，または揺れを感じない遠地地震の場合には津波
警報発表後， ₁秒でも早く， ₁メートルでも高いところ
へ移動することが求められる．そのため，後述する水
害・土砂災害からの避難と比較するとその行動規範はシ
ンプルなものといえよう．しかし，地震発生から津波襲
来までの時間は，地域によって異なる．地震発生後数分
で津波が襲来することが予想されている地域もあれば，
数十分後と予想されている地域もある．そのため，限ら
れた時間内に到達可能な範囲内でできる限り高いところ
へ避難することが求められる．また，地震の規模や周辺
の状況によっては，避難の開始が遅れてしまい，津波襲
来までの時間がさらに短くなってしまう場合もある．そ
のような状況も踏まえて，適切な避難場所を複数検討し
ておくことが必要であろう．
　そのような状況のなか，南海トラフの巨大地震津波の
津波浸水想定域にある自治体では，津波避難タワーの建
設や避難ビルの指定がすすめられている．このタワーや
ビルは，高台まで距離のある地域において，津波浸水想
定区域内に避難場所を確保するために整備されるもので
ある．しかし，タワーやビルなので高さに限界がある．
東日本大震災の教訓を踏まえ，想定津波高よりも高い場
所となるように整備されてはいるが，想定を超える津波
が襲来した場合には，絶対の安全を担保するものではな
い．このような前提条件を理解したうえで，津波避難先
を検討することが求められる．

（3）水害・土砂災害からの避難
　水害や土砂災害からの避難については，地震や津波か
らの避難よりもその実行は困難なものとなる．その理由
は，甚大な被害が発生するまでに，状況（事態）が刻一
刻と変化（悪化）していくからである．例えば，河川氾
濫であれば，上流域に大雨が降る（この前に場合によっ
ては，巨大台風襲来などの気象予報もある），河川の水位
が上がる，堤防から越流（川の水があふれだす）し始め
る，堤防が決壊する，自宅周辺に浸水が迫ってくる，自
宅が浸水・冠水する，というように状況が刻々と変化し
ていく．そのため，避難を開始しようとする状況によっ
て，適切な行動内容は異なってくることになる．
　そのため，行政や専門家が住民に求めている命を守る
ための適切な避難行動は，「浸水が始まる前の段階での避
難所への移動」であり，どんな状況であっても，地域の
避難所までの移動を求めているわけではない．河川が氾



濫し，市街地の浸水が始まっている状況においては，場
合によっては避難所までの移動をあきらめ，近くの堅牢
な高い建物に一時的に避難することが求められる．これ
は“屋内避難”や“垂直避難”などと呼ばれるものであ
る．このように様々な状況に応じた適切な対応内容を検
討しておく必要がある．また，東京や名古屋などの海抜
ゼロメートル地帯の住民であれば，たとえ市街地の浸水
が始まる前に最寄りの避難所に移動したとしても，その
後，水害が発生してしまった場合には，避難所も浸水し
てしまう．そのため，浸水域外へ救助してもらうか，そ
れが困難な場合，数日間は浸水した避難所の中に取り残
されることになる．そのため，このような地域において
は，巨大台風襲来の気象予報や上流域の雨量情報をもと
に，早い段階で浸水が想定されていない域外への広域的
な避難を検討することも求められている₄）．

8．広義の防災教育

　ここまで，災害発生時に多くの住民が適切な避難行動
をとることができていない現状を踏まえて，災害種別ご
とに避難に関する課題について具体的に指摘した．しか
し，ここで指摘したような「平常時から災害に備えてお
き，いざというときには適切に対応する」という，当た
り前のことができていないために災害時に犠牲となる住
民は少なくない．そのため，適切な住民避難を促すため
に，防災に関する知識や意識を高めることを目的として，
平常時において“広義の防災教育”に関する実践や研究
が，これまでに数多く実施されてきた．以下にいくつか
の事例を紹介する．

9．ハザードマップ

　ハザードマップや洪水や土砂災害，津波，地震などの
災害による危険性を地図に示したものであり，多くの自
治体で作成・公表されているものである．多くは紙媒体
のものが地域の全戸に配布されるという方法で公表され
てきたが，最近では，各自治体のホームページで公開し
たり，携帯アプリの開発もすすめられている．
　また，これまでの調査研究により，ハザードマップを
閲覧することによって災害時の適切な避難行動を促進す
る効果があることも明らかとなっている₅）．その一方で，
一枚の地図中に災害リスクを表現することの限界や，ハ
ザードマップを閲覧することによって，地域で発生する
災害に対するイメージを固定化してしまう，すなわち
「ハザードマップに示されたような災害が発生する」と思
い込ませてしまう，といった課題も指摘されてきた．そ
のため，これらの課題を解決するために，新たなハザー
ドマップが開発されている．例えば，先に述べたような
避難の考え方や具体的な避難先の検討を支援するような

機能を有するハザードマップが公表されている（例えば，
三条市₆）や田辺市₇）など）．また，地域内に複数の災害リ
スクが存在する場合に，地域で起こりうる災害の概略を
表現する工夫がされているもののある₈）．
　このように，ハザードマップの作成が開始された当初
は，地域の災害の危険性を住民に知らせることに重きが
置かれていたが，現在では，閲覧した住民が自ら適切な
避難行動を検討することを支援するためのツールへとそ
の位置づけが変わってきている．そのため，居住地域で
公表されているハザードマップが，作成から時間が経過
していて，そのような新たな工夫がなされていない場合
には，他地域の最新のハザードマップを確認してみると，
参考になることも多いと思われる．しかし，そもそもハ
ザードマップを閲覧して，その内容を確認している住民
はどのくらいいるであろうか．ハザードマップ公表開始
当初はハザードマップを閲覧してもらうことで住民の防
災意識向上が期待されていた．しかし，現状では，そも
そも防災意識が低い住民はハザードマップに目もくれず，
意識を高める必要のないような防災意識の高い住民だけ
が閲覧しているような状況ではないだろうか．様々な工
夫がなされたハザードマップが開発され，それを見ると
避難促進効果があったとしても，見てもらえなれば意味
がない．そのため，ハザードマップを多くの住民に閲覧
してもらうための対策も求められる．

10．地域住民が主体となった避難対策

　次に，地域住民が主体となった取組について紹介する．

（1）地域防災活動を実践する際の課題
　具体的な取組を紹介する前に，地域防災活動を行う際
の課題について触れておきたい．ここでは，特に「コ
ミュニティの希薄化」，「少子高齢化」，「継続性」の三点
に着目する．
　まず，前者二つの課題については，そもそも防災上の
課題ではなく，それぞれが単独で，その解決が困難な大
きな社会問題である．そのため，地域が抱えているこれ
らの課題が，防災を考える際にも障壁となる，といった
構造で問題が顕在化する．「コミュニティの希薄化」の進
む地域，すなわち隣近所の付き合いが希薄になったり，
参加，協力してくれる世帯が減少し，町内会などの活動
が困難になったりしている地域では，自主防災組織など
を主体とした地域防災活動自体を行うことが困難になっ
てしまう．また「少子高齢化」の進んだ地域では，いざ
というときに一人で避難することが困難な住民（要配慮
者）への避難支援を検討する際に，支援が必要な住民数
に対して，支援に協力できる住民が確保することができ
ないといった形で課題が顕在化する．「コミュニティの希



薄化」も進む地域であった場合には，その解決はより困
難なものとなる．そのため，これらの地域課題を抱える
地域にあっては，それを前提として，実現可能な現実的
な対策を検討することが求められる．
　次に，「継続性」については，地域防災活動を行う際の
特有の課題といえる．住民主体の地域防災活動として，
避難訓練や消化器体験，避難所運営体験などの体験活動
を実施している地域は多い．これらの体験活動は，一度
実施するだけでなく，継続的に実施していくことが求め
られており，実際に毎年継続的に実施している地域も少
なくない．しかし，それでも年に ₁回である．また，そ
の他の活動としては，例えば，水食料，毛布，発電機な
どの防災備品の備蓄や，地域独自の防災マップの作成，
そして避難ルールの検討などが挙げられる．これらの活
動は，そもそも一度整備したり作成したりしてしまえば，
あとはそれを活用する機会，すなわち災害時に適切に活
用できるかどうかだけが問題となる．そのため，これら
の活動についても，いつ発生するかわからない災害時に
適切に活用することができるようにするために，一度
やって終わりではなく，定期的に内容を更新したり，周
知を図ったりすることが求められる．しかし，多くの地
域では一度用意したり，確認したりしたら，その後，何
らかの活動を継続的に実施することができていないのが
現状である．この点は，“防災”と同様に，地域の安全の
ための活動である“防犯”や“交通安全”に関する取組
と大きく異なるところであろう．すなわち，“防犯”であ
れば，「毎日の見回りや声かけ」という行動が，“交通安
全”であれば，例えば「通学時間帯の旗振り」などの行
動が，それぞれ被害の抑止につながるため，むしろ活動
が継続されることが前提となっているといえる．しかし，
“防災”の場合，日々の生活の中で継続的に行うような活
動はない．そのため，地域防災活動を継続的に行うこと
は困難であることを前提として，取組内容を検討するこ
とが求められる．
　そこでこれらの課題を踏まえ，₂つの事例を紹介する．
以下の ₂事例はともに，“防災”のことだけを考えて，そ
の解決を考えるのではなく，“防災”を地域の一課題とし
て捉え，「防災上良い地域をつくる」ことを通じて，他の
地域課題も同時に解決することを目指したものである．

（2）埼玉県戸田市における取組₉）

　埼玉県戸田市は，市の南部を流れる荒川が氾濫した場
合，市全域が浸水することが想定されている地域である．
そのため，市民の命を守るためには，早期の浸水域外へ
の避難が求められる．しかし，前述のように，そのよう
な適切な避難を行うことのできる住民は限定的であり，
多くの住民は浸水が切迫しているなかで避難する状況に

なることが危惧される．そこで戸田市では，市内全₄₆町
内会を対象に，「戸田市水害に強いまちづくり推進ワーク
ショップ」を開催し，緊急一時避難場所の選定と災害時
要援護者の支援方法の検討を行っている．
　ここで，緊急一時避難場所については，公共の建物だ
けでなく，民間施設まで含めて，いざというときに逃げ
遅れた際に避難することのできそうな建物を，町内会ご
とに地域内で検討してもらう．そして，各町内会でその
候補となった建物所有者や管理者に，災害時の緊急一時
避難場所としての利用を依頼し，利用に関する覚書を取
り交わすことで，町内会として緊急一時避難場所に指定
している．また，町内会の役員は任期制なので，役員に
交代があった場合には，その覚書を更新するようにして
いる．このような対応をすることで，地域住民には地域
の水害の特性とそれを踏まえた適切な対応行動に関する
知識が定着するとともに，自ら対応する，という主体性
を高めることに寄与するものと考えられる．
　また，災害時要援護者の支援方法については，多くの
地域で検討されているものの，支援を必要とする住民の
把握と，支援に協力してくれる住民の確保が困難である
ことが指摘されている．前者については個人情報にあた
るため，住民組織で支援方法を検討する場合にも容易に
情報を得ることができないことに起因する．後者につい
ては，「コミュニティの希薄化」に起因するものである．
また「いざというときに可能であれば支援に協力しても
よい」と思っている住民であっても，「〇〇さんの担当」
といったように専任で担当を決められてしまうと，責任
を負いきれずに，協力を躊躇してしまう．これに対して，
戸田市では，支援が必要な住民に対しては，自ら名乗り
出てもらい，支援に協力してくる住民には，「災害発生危
険時に対応可能な状況であったら支援に協力してもよい」
という緩やかな協力意向を把握し，協力者の数を確保し
た．そして，両者の自宅位置や支援の程度などから，支
援グループ分けを行い，一対一の専任性ではなく，複数
の支援協力者で複数の要支援者を担当する仕組みを構築
した．また，要支援者と支援協力者の状況は，加齢に伴
う身体能力の低下やライフスタイルの変化などによって
変わっていく．そのため，これらの把握を定期的に行う
ようにしてもらっている．また，このような対応を通じ
て，要支援者，支援協力者のそれぞれに対して，いざと
いうときの支援を適切に行うためには，日頃からの付き
合いが重要であることを理解してもらい，挨拶などの最
低限の付き合いの促進を促すことを目指している．

（3）群馬県内の土砂災害危険地域における取組₁₀）

　土砂災害はその発生を予測することが困難な災害であ
るため，行政が避難情報を災害発生前に適切に発表する



ことに限界がある．そのため，行政からの情報を待って
いるだけでは，避難が遅れ被災してしまう可能性がある．
その一方で，土砂災害の発生前には，その地域特有の前
兆現象が確認されることもある．そのため，群馬県では
県内の土砂災害危険地域を対象に，住民主導による自主
避難体制の構築を目指した取組を実施している．
　この取組では，地域住民が参加する懇談会の開催を通
じて，過去に発生した土砂災害の様子や土砂災害発生危
険時に見られる前兆現象など，地域住民が持っている
ローカルな知識をとりまとめ，それを避難のきっかけと
して，地域住民自らで判断し，避難する体制を構築して
いる．具体的には，大雨時には地域住民全員が自宅周辺
の様子に注意し，“いつもと違う状況”の発生を確認した
ら，その情報を地域で集約し，予め決めておいた避難開
始基準に達したら，地域住民全員で避難を開始するとい
うものである．すなわち，地域住民全員の協力を前提と
した避難体制を構築することで，地域住民全員の当事者
感を高めるとともに，「雨が降ったら，周辺の様子に注意
する」ことを日々の生活の中で習慣にしてもらうことに
より，取組が継続することを目指している．

11．おわりに

　本稿では，“命を守るための防災研究”として，避難に
関する現状と課題について，特に住民の対応に焦点をあ
てて報告させていただいた．最後に，“防災意識”につい
て述べて終わりとしたい．
　これまで「防災意識を高めれば，備えや避難は促進さ
れる」との前提のもとで，広義の防災教育に関する様々
な研究や実践が行われてきた．しかし，その前提にある
“防災意識”の定義については曖昧な部分が多い．例え
ば，リスク認知，危機意識，災害への興味・関心などで
計測するものもあれば，備えの実施状況をもってして
“防災意識”としている場合もある．そして，“防災意識”
の定義が曖昧であるがゆえに，「どのような意識の向上
が，行動に結びつくのか」についてもさらなる検討が必
要な現状にある．そのため，“災害から命を守る”ための
防災研究にはまだまだやるべきことがあると著者は考え
ている．
　“防災”には，個々の生活に密接に関連した課題が多
い．本稿が，地域の防災や避難について改めて考える
きっかけとなれば望外の喜びである．
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